
申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №001

処 分 名 防火対象物の定期点検報告制度の特例認定

処 分 の概 要
申請に基づく検査の結果、消防法令の遵守状況が優良な場合、点検報

告の義務を免除する防火対象物として認定することができます。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第８条の２の３第１項

審 査 基 準

◎防火対象物の点検報告の義務がある防火対象物で、次の要件を全て満

たす必要があります。

・防火対象物の管理を開始した時から３年が経過していること。

・過去３年以内において消防法の規定による命令がされたことがなく、

又はされるべき事由が現にないこと。

・過去３年以内において防火対象物定期点検報告制度の特例認定の取消

しを受けたことがなく、又は受けるべき事由が現にないこと。

・過去３年以内において防火対象物の点検若しくは報告がされているこ

と。

・過去３年以内において防火対象物の点検の結果、防火対象物点検資格

者により点検対象事項が点検基準に適合していないと認められたこと

がないこと。

・当該防火対象物について、消防法又は消防法に基づく命令の遵守の状

況が優良なものとして総務省令で定める基準に適合するものであると

認められること。

標準処理期間 ３０日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第８条の２の３ 消防長又は消防署長は、前条第１項の防火対象物であ

って次の要件を満たしているものを、当該防火対象物の管理について

権原を有する者の申請により、同項の規定の適用につき特例を設ける

べき防火対象物として認定することができる。

一 申請者が当該防火対象物の管理を開始した時から３年が経過して

いること。

二 当該防火対象物について、次のいずれにも該当しないこと。

イ 過去３年以内において第５条第１項、第５条の２第１項、第５条

の３第１項、第８条第３項若しくは第４項、第８条の２の５第３項

又は第１７条の４第１項若しくは第２項の規定による命令（当該防

火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況がこの法律若しくはこ

の法律に基づく命令又はその他の法令に違反している場合に限

る。）がされたことがあり、又はされるべき事由が現にあること。

ロ 過去３年以内において第６項の規定による取消しを受けたこと

があり、又は受けるべき事由が現にあること。

ハ 過去３年以内において前条第１項の規定にかかわらず同項の規

定による点検若しくは報告がされなかつたことがあり、又は同項の

報告について虚偽の報告がされたことがあること。

ニ 過去３年以内において前条第１項の規定による点検の結果、防火

対象物点検資格者により点検対象事項が点検基準に適合していな

いと認められたことがあること。

三 前号に定めるもののほか、当該防火対象物について、この法律又は

この法律に基づく命令の遵守の状況が優良なものとして総務省令で

定める基準に適合するものであると認められること。

■消防法施行規則

第４条の２の６（防火対象物の点検基準）



申請に対する処分の審査基準

担当部署：消防本部予防課 №002

処 分 名 防災管理点検報告制度の特例認定

処 分 の概 要

申請に基づく検査の結果、消防法令の遵守状況が優良な場合、点検報

告の義務を免除する防災管理対象物として認定することができます。

根拠法令等・条項
消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第３６条第１項におい

て準用する同法第８条の２の３第１項

審 査 基 準

◎防災管理点検報告の義務がある建築物その他工作物で、次の要件を

全て満たす必要があります。

・防災管理対象物の管理を開始した時から３年が経過していること。

・過去３年以内において消防法の規定による命令がされたことがなく、

又はされるべき事由が現にないこと。

・過去３年以内において防災管理対象物定期点検報告制度の特例認定

の取消しを受けたことがなく、又は受けるべき事由が現にないこと。

・過去３年以内において防災管理対象物の点検及び報告がされている

こと。

・過去３年以内において防災管理対象物の点検の結果、防災管理点検資

格者により点検対象事項が点検基準に適合していないと認められた

ことがないこと。

・当該防災管理対象物について、消防法又は同法に基づく命令の遵守の

状況が優良なものとして総務省令で定める基準に適合するものであ

ること。

標準処理期間 ３０日

設 定 年 月 日 平成２６年４月１日（最終改正：令和３年４月１日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第３６条第１項 第８条から第８条の２の３までの規定は、火災以外

の災害で政令で定めるものによる被害の軽減のため特に必要がある

建築物その他の工作物として政令で定めるものについて準用する。

この場合において、次の表の上欄に掲げる規程中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれの同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。（略）



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №003

処 分 名 危険物の仮貯蔵及び仮取扱の承認

処 分 の概 要
指定数量以上の危険物を 10 日以内に限って仮に貯蔵又は取扱いをす

る場合には一定の条件を満たし、消防長の承認を受ける必要があります。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１０条第１項

審 査 基 準

◎春日部市危険物等事務処理指針その他、危険物の種類、数量及び性質

に応じ、火災の予防上安全であることが要件となります。

標準処理期間 １０日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 危険物の仮貯蔵及び仮取扱の１０日前

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１０条 指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンク

において危険物を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯

蔵所」という。）を含む。以下同じ。）以外の場所でこれを貯蔵し、又

は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこれを取り扱つてはならな

い。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数量以上の

危険物を、１０日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、こ

の限りでない。

■春日部市危険物の規制に関する規則

第２条第１項

■春日部市危険物等事務処理指針

第８条各号



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №004

処 分 名 危険物施設の設置・変更の許可

処 分 の概 要

指定数量以上の危険物を貯蔵・取扱う危険物施設を新たに設置あるい

は、危険物施設の位置、構造又は設備を変更するにはあらかじめ許可を

受ける必要があります。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１１条第１項

審 査 基 準

◎製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構造及び設備の基準に適合し、か

つ、製造所、貯蔵所又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱いが

公共の安全の維持又は災害の発生の防止に支障を及ぼすおそれがないも

のであることが要件です。

標準処理期間 設置許可２１日・変更許可１４日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 着工前

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１１条第１項 製造所、貯蔵所又は取扱所を設置しようとする者は、

政令で定めるところにより、製造所、貯蔵所又は取扱所ごとに、次の

各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分に応じ、当該各号に定

める者の許可を受けなければならない。製造所、貯蔵所又は取扱所の

位置、構造又は設備を変更しようとする者も、同様とする。

一 消防本部及び消防署を置く市町村（次号及び第三号において「消防

本部等所在市町村」という。）の区域に設置される製造所、貯蔵所又

は取扱所（配管によって危険物の移送の取扱いを行うもので政令で定

めるもの（以下「移送取扱所」という。）を除く。） 当該市町村長

二 消防本部等所在市町村以外の市町村の区域に設置される製造所、貯

蔵所又は取扱所（移送取扱所を除く。） 当該区域を管轄する都道府

県知事

三 一の消防本部等所在市町村の区域のみに設置される移送取扱所

当該市町村長

四 前号の移送取扱所以外の移送取扱所 当該移送取扱所が設置され

る区域を管轄する都道府県知事（２以上の都道府県の区域にわたつて

設置されるものについては、総務大臣）

２ 前項各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱所の区分に応じ当該各号

に定める市町村長、都道府県知事又は総務大臣（以下この章及び次章

において「市町村長等」という。）は、同項の規定による許可の申請が

あつた場合において、その製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構造及

び設備が前条第４項の技術上の基準に適合し、かつ、当該製造所、貯

蔵所又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱いが公共の安全の

維持又は災害の発生の防止に支障を及ぼすおそれがないものであると

きは、許可を与えなければならない。

第１０条第４項 製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技

術上の基準は、政令でこれを定める。

■危険物の規制に関する政令

第３章 製造所等の位置、構造及び設備の基準



申請に対する処分の審査基準

担当部署：消防本部予防課 №005

処 分 名 危険物施設の完成検査

処 分 の概 要

危険物施設を設置又は変更したときは、完成検査を受け、製造所等の

位置、構造及び設備の基準に適合していると認められた後でなければ、

使用することができません。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１１条第５項

審 査 基 準

◎完成検査は、申請に係る製造所、貯蔵所又は取扱所が消防法に規定す

る技術上の基準に適合し、かつ、許可申請の内容のとおりに完成してい

るかを確認します。

完成検査の結果、申請に係る製造所等が消防法に規定する技術上の

基準に適合し、かつ、許可申請の内容のとおりに完成していると認めら

れる場合は完成検査済証を交付します。

標準処理期間 完成検査を行った日から７日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：令和３年４月１日）

申 請 時 期 危険物施設の設置又は変更工事が完了した後

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考
春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１１条第５項 第１項の規定による許可を受けた者は、製造所、貯蔵

所若しくは取扱所を設置したとき又は製造所、貯蔵所若しくは取扱

所の位置、構造若しくは設備を変更したときは、当該製造所、貯蔵所

又は取扱所につき市町村長等が行う完成検査を受け、これらが前条

第４項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、

これを使用してはならない。ただし、製造所、貯蔵所又は取扱所の位

置、構造又は設備を変更する場合において、当該製造所、貯蔵所又は

取扱所のうち当該変更の工事に係る部分以外の部分の全部又は一部

について市町村長等の承認を受けたときは、完成検査を受ける前に

おいても、仮に、当該承認を受けた部分を使用することができる。

第１０条第４項 製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技

術上の基準は、政令でこれを定める。

■危険物の規制に関する政令

第３章 製造所等の位置、構造及び設備の基準



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №006

処 分 名 仮使用の承認

処 分 の概 要

危険物施設の位置、構造又は設備を変更する場合において、当該危険

物施設のうち当該変更の工事に係る部分以外の部分の全部又は一部につ

いて承認を受けたときは、完成検査を受ける前においても、仮に、当該

承認を受けた部分を使用することができます。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１１条第５項

審 査 基 準

◎次の要件を全て満たす必要があります。

・仮使用の承認に係る部分が変更工事に係る部分以外の部分であること。

・当該仮使用の承認申請に係る施設の部分が、変更の工事中においても、

火災の発生及び延焼のおそれが著しく少ない部分であること。

標準処理期間 １４日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 変更許可申請と同時

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１１条第５項 第１項の規定による許可を受けた者は、製造所、貯蔵

所若しくは取扱所を設置したとき又は製造所、貯蔵所若しくは取扱所

の位置、構造若しくは設備を変更したときは、当該製造所、貯蔵所又

は取扱所につき市町村長等が行う完成検査を受け、これらが前条第４

項の技術上の基準に適合していると認められた後でなければ、これを

使用してはならない。ただし、製造所、貯蔵所又は取扱所の位置、構

造又は設備を変更する場合において、当該製造所、貯蔵所又は取扱所

のうち当該変更の工事に係る部分以外の部分の全部又は一部について

市町村長等の承認を受けたときは、完成検査を受ける前においても、

仮に、当該承認を受けた部分を使用することができる。

■春日部市危険物等事務処理指針

第１０条



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №007

処 分 名 危険物施設の完成検査前検査

処 分 の概 要

液体危険物タンクを有する製造所等は、完成検査を受ける前に液体危

険物タンクの設置又は変更の工事の工程ごとに、当該タンクに関し技術

上の基準に適合されているか、検査を受ける必要があります。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１１条の２第１項

審 査 基 準

◎完成検査前検査は、消防法に規定する技術上の基準に適合し、許可申

請の内容のとおりに完成しているかどうかを確認します。

標準処理期間 完成検査前検査を行った日から７日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期
検査の内容によって異なりますので、消防本部予防課へ問い合わせて下

さい。

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１１条の２第１項 政令で定める製造所、貯蔵所若しくは取扱所の設

置又はその位置、構造若しくは設備の変更について前条第１項の規定

による許可を受けた者は、当該許可に係る工事で政令で定めるものに

ついては、同条第５項の完成検査を受ける前において、政令で定める

工事の工程ごとに、当該製造所、貯蔵所又は取扱所に係る構造及び設

備に関する事項で政令で定めるもの（以下この条及び次条において「特

定事項」という。）が第１０条第４項の技術上の基準に適合しているか

どうかについて、市町村長等が行う検査を受けなければならない。

第１０条第４項 製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技

術上の基準は、政令でこれを定める。

■危険物の規制に関する政令

第３章 製造所等の位置、構造及び設備の基準



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №008

処 分 名 予防規程の認可、変更認可

処 分 の概 要

一定の規模以上の製造所等では、火災を予防するため、予防規程を定

め認可を受けなければなりません。

予防規程を変更するときも、認可が必要となります。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１４条の２第１項

審 査 基 準

◎消防法に規定する技術上の基準に適合し、かつ、その他火災予防のた

めに適当であることが要件となります。

標準処理期間 １４日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 制定又は変更した時

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１４条の２第１項 政令で定める製造所、貯蔵所又は取扱所の所有者、

管理者又は占有者は、当該製造所、貯蔵所又は取扱所の火災を予防す

るため、総務省令で定める事項について予防規程を定め、市町村長等

の認可を受けなければならない。これを変更するときも、同様とする。

第１４条の２第２項 市町村長等は、予防規程が、第１０条第３項の技

術上の基準に適合していないときその他火災の予防のために適当でな

いと認めるときは、前項の認可をしてはならない。

■危険物の規制に関する政令

第４章 貯蔵及び取扱の基準

■危険物の規制に関する規則

第６０条の２（予防規程に定めなければならない事項）



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №009

処 分 名 定期保安検査

処 分 の概 要
一定規模以上の屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所は、政令で定める時

期ごとに保安に関する検査を受けなければなりません。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１４条の３第１項

審 査 基 準

◎屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所に係る構造及び設備に関する事項で

危険物の規制に関する規則で定めるものが、消防法に規定する技術上の

基準に従って維持されているかどうかを確認します。

標準処理期間

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 過去に申請の事例がなく、当面申請が見込まれないものです。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１４条の３第１項 政令で定める屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所の

所有者、管理者又は占有者は、政令で定める時期ごとに、当該屋外タ

ンク貯蔵所又は移送取扱所に係る構造及び設備に関する事項で政令で

定めるものが第１０条第四項の技術上の基準に従って維持されている

かどうかについて、市町村長等が行う保安に関する検査を受けなけれ

ばならない。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №010

処 分 名 臨時保安検査

処 分 の概 要

一定規模以上の屋外タンク貯蔵所において、不等沈下その他の政令で

定める事由が生じた場合には、保安に関する検査を受けなければなりま

せん。

根拠法令等・条項 消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）第１４条の３第２項

審 査 基 準

◎屋外タンク貯蔵所に係る構造及び設備に関する事項で危険物の規制に

関する規則で定めるものが、消防法に規定する技術上の基準に従って維

持されているかどうかを確認します。

標準処理期間

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 過去に申請の事例がなく、当面申請が見込まれないものです。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■消防法

第１４条の３第２項 政令で定める屋外タンク貯蔵所の所有者、管理者

又は占有者は、当該屋外タンク貯蔵所について、不等沈下その他の政

令で定める事由が生じた場合には、当該屋外タンク貯蔵所に係る構造

及び設備に関する事項で政令で定めるものが第１０条第４項の技術上

の基準に従って維持されているかどうかについて、市町村長等が行う

保安に関する検査を受けなければならない。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №011

処 分 名 完成検査済証の再交付

処 分 の概 要

完成検査済証の交付を受けている者は、完成検査済証を亡失し、滅失

し、汚損し、又は破損した場合は、その再交付を申請することができま

す。

根拠法令等・条項
危険物の規制に関する政令（昭和３４年９月２６日政令第３０６号）第

８条第４項

審 査 基 準

◎申請内容が完成検査時の内容と誤りがないことが要件となります。

標準処理期間 ７日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 完成検査済証を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損したとき

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■危険物の規制に関する政令

第８条第４項 前項の完成検査済証の交付を受けている者は、完成検査

済証を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損した場合は、これを交付し

た市町村長等にその再交付を申請することができる。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №012

処 分 名 保安検査時期の変更

処 分 の概 要

一定規模以上の屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所における保安検査を

受ける時期について、災害その他の総務省令で定める事由により、当該

時期に保安検査を行うことが適当でないと認められるときは、別に定め

る時期とすることができます。

根拠法令等・条項
危険物の規制に関する政令（昭和３４年９月２６日政令第３０６号）第

８条の４第２項

審 査 基 準

◎次のいずれかに該当する場合となります。

・災害その他非常事態が生じたこと。

・保安上の必要が生じたこと。

・危険物の貯蔵及び取扱いが休止されたこと。

・使用の状況（計画を含む。）等に変更が生じたこと。

標準処理期間

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 過去に申請の事例がなく、当面申請が見込まれないものです。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■危険物の規制に関する政令

第８条の４第２項 法第１４条の３第１項の政令で定める時期は、次の

各号に掲げる特定屋外タンク貯蔵所又は移送取扱所の区分に応じ、当

該各号に定める時期とする。ただし、災害その他の総務省令で定める

事由により、当該時期に法第１４条の３第１項の保安に関する検査を

行うことが適当でないと認められるときは、当該特定屋外タンク貯蔵

所又は移送取扱所の所有者、管理者又は占有者の申請に基づき、市町

村長等が別に定める時期とすることができる。（略）

■危険物の規制に関する規則

第６２条の２第１項 令第８条の４第２項ただし書の総務省令で定める

事由は、次に掲げるものとする。

一 災害その他非常事態が生じたこと。

二 保安上の必要が生じたこと。

三 危険物の貯蔵及び取扱いが休止されたこと。

四 前号に掲げるもののほか、使用の状況（計画を含む。）等に変更

が生じたこと。



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №013

処 分 名 火薬類の譲渡又は譲受の許可

処 分 の概 要
火薬類を譲り渡し、又は譲り受けようとする者は、許可を受ける必要

があります。

根拠法令等・条項 火薬類取締法（昭和２５年５月４日法律第１４９号）第１７条第１項

審 査 基 準

◎次の要件を全て満たす必要があります。

・火薬類の譲渡又は譲受の目的が明らかであること。

・公共の安全の維持に支障を及ぼす恐れがないと認めること。

標準処理期間 ５日（公安委員会への意見照会に要する期間を除く。）

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 許可を受けようとする１か月前から受け付けることができます。

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■火薬類取締法

第１７条第１項 火薬類を譲り渡し、又は譲り受けようとする者は、経

済産業省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなけれ

ばならない。（略）

第１７条第２項 都道府県知事は、譲渡又は譲受の目的が明らかでない

ときその他譲渡又は譲受が、公共の安全の維持に支障を及ぼす虞があ

ると認めるときは、前項の許可をしてはならない。

■火薬類取締法に係る標準事務処理要領（埼玉県制定）



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №014

処 分 名 火薬類の譲渡又は譲受の許可証再交付

処 分 の概 要
譲渡許可証又は譲受許可証を喪失し、汚損し、又は盗取されたときは、

再交付を申請しなければなりません。

根拠法令等・条項 火薬類取締法（昭和２５年５月４日法律第１４９号）第１７条第８項

審 査 基 準

◎申請内容が許可時の内容と誤りがないことが要件となります。

標準処理期間 ５日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 随時

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■火薬類取締法

第１７条第８項 譲渡許可証又は譲受許可証を喪失し、汚損し、又は盗

取されたときは、経済産業省令で定めるところにより、その事由を具

して交付を受けた都道府県知事にその再交付を文書で申請しなければ

ならない。

■火薬類取締法に係る標準事務処理要領（埼玉県制定）



申請に対する処分の審査基準（行政手続法）

担当部署：消防本部予防課 №0１5

処 分 名 火薬類の消費の許可

処 分 の概 要
火薬類を爆発させ、又は燃焼させようとする者は、許可を受ける必要

があります。

根拠法令等・条項 火薬類取締法（昭和２５年５月４日法律第１４９号）第２５条第１項

審 査 基 準

◎次の要件を全て満たす必要があります。

・爆発又は燃焼の目的、場所、日時、数量又は方法が適当であると認め

ること。

・その爆発又は燃焼が公共の安全の維持に支障を及ぼす虞がないと認め

ること。

標準処理期間 ５日

設 定 年 月 日 平成１７年１０月１日（最終改正：平成２６年４月１日）

申 請 時 期 許可を受けようとする１か月前から受け付けることができます。

申 請 方 法 消防本部予防課窓口への提出

備 考 春日部市手数料条例に基づく手数料が必要となります。



根拠法令及び

関係法令等の抜粋

■火薬類取締法

第２５条第１項 火薬類を爆発させ、又は燃焼させようとする者（火薬

類を廃棄するため爆発させ、又は燃焼させようとする者を除く。以下

「消費者」という。）は、都道府県知事の許可を受けなければならない。

但し、理化学上の実験、鳥獣の捕獲若しくは駆除、射的練習、信号、

観賞その他経済産業省令で定めるものの用に供するため経済産業省令

で定める数量以下の火薬類を消費する場合、法令に基きその事務又は

事業のために火薬類を消費する場合及び非常災害に際し緊急の措置を

とるため必要な火薬類を消費する場合は、この限りでない。

第２５条第２項 都道府県知事は、その爆発又は燃焼の目的、場所、日

時、数量又は方法が不適当であると認めるときその他その爆発又は燃

焼が公共の安全の維持に支障を及ぼす虞があると認めるときは、前項

の許可をしてはならない。

■火薬類取締法に係る標準事務処理要領（埼玉県制定）


